業務委託基本契約書
（委託者名）（以下「甲」という。）と（受託者名）（以下「乙」という。）は、甲が乙に業務の委託を行うにあたり、その基本的事項について次のとおり契約を締結する。
 
第１条（業務の委託）
甲は、本契約期間中、甲乙間の個別の業務委託契約（以下「個別契約」という。）に基づき、個別契約に記載する業務（以下「本業務」という。）を乙に委託し、乙はこれを受託する。
第２条（適用範囲）
本契約は、特別の定めがない限り、甲乙間の本業務に関するすべての個別契約に適用する。 ただし、本契約の条項と個別契約の条項が異なる場合には、別段の特約がない限り、当該個別契約の条項が本契約の条項に優先する。
第３条（個別契約の内容）
個別契約には、委託日、本業務の内容、作業期間、作業場所、対価、対価の支払時期及び支払方法等、本業務の履行に必要な事項を記載するものとする。
第４条（個別契約の成立）
個別契約は、別途甲が別紙形式の個別契約書を乙に交付し、乙が押印の上、甲に交付することにより成立する。 
第５条（業務の遂行等）
1. 乙は、本業務を誠実に遂行するものとする。また、本業務を遂行するに際して、事業所の秩序規律を保持し、風紀の維持に責任を負い、秩序ある業務処理に努め、甲の信用を維持し、甲及び甲の取引先等に迷惑をかけないものとし、甲に損害を与えてはならない。
2. 乙は、本業務を遂行するに際して、甲及び第三者の著作権をはじめとするいかなる権利利益を侵害しないようにしなければならない。
3.  乙は本業務について、計画的に業務を実施するが、必要に応じ甲に注文上の指図を求めることができ、甲は必要に応じて注文上の指図を行うものとする。
4. 甲は、いつでも乙に対し契約業務の処理状況の報告を求めることができるものとする。乙は、甲からの要求がある場合には、書面をもって業務の処理状況を速やかに甲に報告するものとする。
第６条（推進体制）
本契約の規定は、甲が定める一般的な作業指針に乙が従うことを求めるものであって、具体的な業務の遂行方法等について甲の指揮命令権を認めるものではない。
第７条（成果物の所有権）
本業務の遂行過程又は遂行の結果により乙が作成した図書、文書、データ等、あるいは 完成させる無体物又は有体物（以下、総称して「本成果物」という。）の所有権の帰属及び移転時期は、個別契約において定めるものとする。
第８条（知的財産権）
1. 乙は、本成果物の著作権 (著作権法第 27 条及び第 28 条の権利を含む。以下同じ。) をすべて、本成果物の引渡しと同時に甲に移転する。
2. 成果物のうち乙が本業務以前より著作権を有している著作物及び第三者が有する著作物については、乙は甲に対して利用許諾を行う。この場合、乙は、甲に対して、当該著作物が第三者の著作権をはじめいかなる権利を侵害していないことを保証する。
3. 乙は、甲又は甲が本成果物を提供した第三者に対して、著作者人格権を行使しないものとする。
4. 本業務の履行に際して生じた発明、考案、意匠、アイディア、ノウハウ等に係る権利 （著作権を除く。）（これらを受ける権利を含み、以下「知的財産権」という。）は、創作時に甲に移転するものとし、乙は、知的財産権に関する情報を創作後速やかに甲に提供しなければならない。この場合において、甲が知的財産権を出願登録するときは、乙は当該手続に協力する。ただし、乙が本業務と関係なく作成又は創作したアイディア及びノウハウについては除くものとし、この場合、本条第２項と同様の処理をするものとする。
第９条（再委託等の禁止）
1.  乙は、甲の書面による事前の承諾なしに、本業務を第三者に再委託してはならない。
2. 乙が、甲の書面による事前の承諾を得て本業務を第三者に再委託する場合には、乙は、甲に対して、当該第三者の行為の一切について責任を負うものとする。
3. 甲は、再委託先に対して指示等を行ってはならないものとし、再委託先の行為が甲の指示等に基づくものである場合には、乙は、当該行為につき前項の責任を負わない。
 
第１０条（資料等）
1. 甲は、乙に対して、本業務の履行に必要な資料等の開示及び貸与等を無償にて行う。ただし、当該資料等に係る著作権等の知的財産権について、乙又は前条に基づき許可された乙の再委託先に移転若しくは実施許諾されるものではない。
2. 乙は、甲から貸与された本業務に関する資料等を善良なる管理者の注意義務をもって管理、保管し、本業務以外の用途に使用してはならない。
3. 乙は、甲の事前の書面による承諾なしに資料等を複製してはならない。
4. 甲から貸与された資料等が本業務の履行上不要となった場合には、乙は、直ちにこれらを甲に返還又は甲の指示に従った処置を行うものとする。
5. 甲が、本条第１項により乙に提供する資料等について、内容等の誤り又は甲の提供遅延によって生じた乙の本業務の履行遅滞について、乙はその責任を免れるものとする。
 
第１１条（個人情報の取扱い）
本業務の履行において、甲が保有する顧客情報及びその他の個人情報（単独で個人情報でなくても、他と組み合わせることで個人が特定できる情報を含む）を乙に預託する場合には、甲乙間において別途個人情報の取扱いに関する契約を締結するものとする。
第１２条（代理行為の禁止）
1. 甲は、乙に対して、本業務の履行を委託するのみであって、いかなる意味の代理権も付与しない。
2. 乙は、甲を代理する旨の表示又は行為をしてはならない。
3.  乙は、事前に甲の許諾を得ることなく甲の名義を付したパンフレット等を作成若しくは使用してはならない。
第１３条（信用の維持）
乙は、本業務の履行にあたり甲の社名及び信用を傷つけ、又は甲に損害を与える行為をしてはならない。
第１４条（権利義務の譲渡等の禁止）
甲及び乙は、本契約上の地位及び本契約によって生じる権利義務の全部又は一部を相手方の書面　　による事前の同意なしに、第三者に譲渡し、又は担保に供してはならない。
第１５条（損害賠償）
甲及び乙は、本契約又は個別契約に違反し相手方に損害を与えた場合、相手方に対し、直接かつ現実に生じた通常の損害のすべてについて責任を負う。ただし、当該損害が、相手方の責めに帰すべき事由による場合は、この限りでない。
 第１６条（機密保持）
1. 甲及び乙は、本契約の内容、又は本契約の履行の過程において知り得た相手方の財政状態・経営成績に関する情報、また事業に関する計画・戦略・取引先情報、システム構成・戦略に関する情報、顧客のサービスや製品に関する情報等、技術上、営業上、その他業務上における一切の知識及び情報（以下「機密情報」という。）を相手方の事前の書面による承諾なしに、第三者に対して開示、提供若しくは漏洩し又は本契約に定める目的以外に使用してはならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合には、本条にいう機密情報には該当しない。
（１） 相手方から開示を受けた時点で開示を受けた者が既知であった情報
（２） 相手方から開示を受けた時点で既に公知・公用であった情報
（３） 相手方から開示を受けた後、開示を受けた者の責によらず公知・公用となった情報
（４） 相手方から開示を受けた後、開示を受けた者が正当な権利を持つ第三者より適法に入手した情報
（５） 相手方から開示された情報とは無関係に独自で開発・創作した情報
（６） 開示することにつき、相手方の書面による同意を得た情報
2. 甲及び乙は、相手方より開示を受けた機密情報について、自己の役職員、従業員、関係会社、弁護士、公認会計士、税理士、司法書士、そのほか自己に守秘義務を負う者に対して、本業務の遂行に必要な範囲内で相手方の同意を得ずに開示することができる。ただし、開示の際には、当該情報の受領者に、本契約と同等の機密保持義務を負わせることを、相手方に保証するものとする。
3. 前二項の規定にかかわらず、法令に基づき司法若しくは行政機関の強制力のある命令により機密情報の開示を求められた場合（以下「開示要求」という）には、開示要求に従うために必要な範囲において、相手方の同意無く機密情報を開示することができる。ただし、本項に基づき開示をする場合、相手方に対し、事前に開示要求について合理的な通知をし、当該情報の機密性を保持するための合理的な努力を尽くすものとする。
4. 甲及び乙は、相手方の書面による申入れがあった場合、又は本契約を終了若しくは解除した場合には、直ちに全ての機密情報を相手方に返却又は破棄するものとし、機密情報には、複製物及びコンピュータ、サーバー等の電子計算機に保存されている電磁的記録 （電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によって認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう）を含む。
5. 本条の規定は、本契約終了後といえども、２年間は有効に存続するものとする。
第１７条（契約解除）
1. 甲及び乙は、相手方が次の各号のいずれかに該当する場合には、相手方に対して何らの通知及び催告をすることなく、直ちに本契約並びに甲乙間の他の契約の全部又は一部につき履行を停止し、又は契約を解除することができる。
（１） 相手方が、本契約及び個別契約に基づく債務を履行せず、３０日の期間を定めて催告したにもかかわらず当該期間内に債務の履行をしないとき。
（２） 差押、仮差押、仮処分、公売処分、租税滞納処分、その他公権力の処分を受け、又は民事再生手続開始、会社更生手続開始、破産手続開始若しくはその他の法的倒産処理手続開始の申立がなされたとき。
（３） 事業の全部又は重要な一部を譲渡し、又はその決議をしたとき。
（４） 主要な株主又は経営陣の変更がなされ、相手方が本契約を継続することを不適当と判断したとき。
（５） 自ら振り出し若しくは引き受けた手形又は小切手が不渡りとなる等支払停止状態に至ったとき。
（６） 競売を申し立てられ、又は仮登記担保契約に関する法律第２条に基づく通知を受けたとき。
（７） 監督官庁から営業停止又は営業許可若しくは営業登録の取消し等の処分を受けたとき。
（８） 資本の減少、営業の廃止、休止若しくは変更又は合併によらない解散の決議をしたとき。
（９） 前各号のほか債権保全を必要とする相当の事由が生じたとき。
（10） 公序良俗その他社会一般の法規に抵触する事態にある、又はそのおそれがあると判断されるとき。 
2. 甲又は乙が、前項の各号のいずれかに該当する場合には、該当者の相手方に対するすべての債務は、当然に期限の利益を失い、該当者は直ちに債務全額を相手方に支払わなければならない。
3. 本条第1項の場合において、相手方に損害が生じた場合には、これを賠償しなければならない。
第１８条（反社会的勢力の排除）
1. 甲及び乙は、現在、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ又は特殊知能 暴力集団等、その他これらに準ずる者（以下、これらを「暴力団員等」という。）に該当しないこと、及び次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約する。
（１） 暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること
（２） 暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること
（３） 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力団員等を利用していると認められる関係を有すること
（４） 暴力団員等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係を有すること
（５） 役員又は経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有すること
2. 甲及び乙は、自ら又は第三者を利用して次の各号のいずれにも該当する行為を行わないことを確約する。
（１） 暴力的な要求行為
（２） 法的な責任を超えた不当な要求行為
（３） 取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為
（４） 風説を流布し、偽計を用い又は威力を用いて相手方の信用を毀損し、又は相手方の業務を妨害する行為
（５） その他前各号に準ずる行為
3. 甲又は乙が、暴力団員等若しくは第１項各号のいずれかに該当し、若しくは前項各号のいずれかに該当する行為をし、又は第１項の規定にもとづく表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合には、相手方に対して何らの催告をすることなく本契約を解除することができる。
4. 甲及び乙は、前項により本契約を解除した場合には、相手方に損害が生じたとしてもこれを一切賠償する責任はないことを確認し、これを了承する。
第１９条（契約期間）
1. 本契約の有効期間は、本契約締結の日から１年間とする。ただし、期間満了の１ヶ月前までに、甲及び乙いずれかから相手方に対して期間満了をもって契約を終了する旨の書面による意思表示がない限り、自動的に１年間延長するものとし、その後も同様とする。
2. 本契約の終了時に本契約に基づく未履行の債務がある場合には、当該債務の履行が完了するまで、なお本契約及び当該債務の起因する個別契約の各条項が適用されるものとする。
第２０条（準拠法）
本契約並びに本契約に基づき生じる本契約当事者の一切の権利及び義務は、日本国の法律に準拠し解釈されるものとする。
第２１条（管轄裁判所）
本契約に関して紛争が生じた場合には、東京地方裁判所又は東京簡易裁判所を、第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 
第２２条（別途協議）
本契約に定めのない事項、又は本契約の各条項の解釈について疑義が生じた場合には、 甲乙誠意をもって協議の上、これを解決するものとする。
 
以上、本契約締結の証として、本書の電磁的記録を作成し、甲及び乙が合意の後、電子的方法により署名又は記名の上押印を施し、電子的に作成したものを原本として保管する。 
年　　月　　日
甲　
乙　　　　　　　　　　　　　　                                        
 


